
（平成２６年７月２４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会神奈川地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

厚生年金関係 8 件



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8976 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録

を、60 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年８月 20 日 

  厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務していた申立期間の賞与に

係る記録が無い。日本年金機構から、当該賞与について、同僚の記録が

訂正された旨の手紙が届いた。賞与明細書を提出するので、調査の上、

私の記録も訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した「2003 年夏季賞与明細書」から、申立人は、申立期

間に 60 万円の賞与の支払を受け、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社は既に解散している上、当時の事業主は資料が無いため不明

としており、このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8977 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 58 年 10 月１日から 59 年２月１日までの期間及

び同年３月１日から同年８月１日までの期間について、申立人の当該期間

の標準報酬月額に係る記録を 34 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年 10 月１日から 59 年８月１日まで 

 厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間

の標準報酬月額が 32 万円となっているが、所持している当時の給与明

細書及び健康保険厚生年金保険厚生年金基金標準報酬（給与）月額決定

通知書によると、34 万円が正しいはずである。 

 調査の上、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

いう。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することになる。 

 申立期間のうち、昭和 58 年 10 月１日から 59 年２月１日までの期間及

び同年３月１日から同年８月１日までの期間について、当該期間に係る標

準報酬月額については、申立人が所持する給与明細書において確認できる

保険料控除額から、34 万円に訂正することが必要である。 

 一方、申立期間のうち、昭和 59 年２月１日から同年３月１日までの期

 

  

  

 



                      

間については、申立人が所持する給与明細書において確認できる報酬月額

に見合う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額と一致している

ことから、特例法に基づく保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

  なお、申立人の申立期間のうち、昭和 58 年 10 月から 59 年１月までの

期間及び同年３月から同年７月までの期間に係る厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は不明としており、このほかに

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、上記給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額に見合

う報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったと

は認められない。 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8978 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 35 年７月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 5,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月１日から同年 10 月１日まで 

  私は、昭和 34 年４月３日にＣ社に入社した後、Ａ社に異動となり、

42 年３月８日に退社するまで継続して勤務していたにもかかわらず、

年金事務所の記録では、申立期間の記録が欠落している。申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＣ社に勤務した同僚の証言から判断すると、申立人が申立期間

に申立てに係るグループ会社に継続して勤務していたことが認められる。 

 また、申立期間において厚生年金保険被保険者記録が欠落している同僚

が 10 人以上確認できるところ、このうち、申立人と同一の勤務形態及び

業務内容の同僚が所持していたＡ社の給料支払明細書において、申立期間

に係る厚生年金保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、前述の同僚が提出した給料

支払明細書によると、厚生年金保険料については、翌月控除であったと推

認できるところ、Ｃ社における資格喪失時（昭和 35 年６月）からＡ社に

おける資格取得時（昭和 35 年 10 月）までの全ての期間に係る厚生年金保

  

  

  

  



                      

険料控除額が同額であり、その金額に見合う標準報酬月額は、Ｃ社におけ

る資格喪失時の標準報酬月額と一致していることから、申立人についても

申立人のＣ社における昭和 35 年６月の社会保険事務所（当時）の記録か

ら、5,000 円とすることが妥当である。 

  一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、申立期間には厚生年金保険の

適用事業所となっていないが、申立期間においても勤務していたと認めら

れる同僚が 10 人以上いることから、同社は当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

  なお、事業主は、申立期間において、厚生年金保険法に定める適用事業

所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていな

かったと認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8979 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録

を、平成 15 年６月 24 日は６万 1,000 円、同年 12 月 12 日は 17 万 6,000

円、16 年７月６日は 15 万 1,000 円、同年 12 月７日は 15 万 2,000 円に訂

正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 24 日 

           ② 平成 15 年 12 月 12 日 

           ③ 平成 16 年７月６日 

           ④ 平成 16 年 12 月７日 

  私が、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①から④までの厚生

年金保険の標準賞与額の記録が無い。 

  申立期間に係る賞与明細書を提出するので、調査の上、申立期間①か

ら④までに係る標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与明細書及びＡ社の回答により、申立人は、申

立期間①から④までにおいて、同社から賞与の支払を受け、当該賞与額に

見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記の賞与明細書において確

認できる賞与支給額及び厚生年金保険料控除額から、申立期間①は６万

1,000 円、申立期間②は 17 万 6,000 円、申立期間③は 15 万 1,000 円、申

立期間④は 15 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

 なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

  

  

  



                      

の履行については、事業主は納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8980 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格取得日に係る記録を平成９年 11 月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を 22 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 11 月１日から同年 12 月２日まで 

  私がＢ社及びＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保

険被保険者期間となっていない。申立期間は、Ｂ社がＡ社に合併された

時期で、私はＣ社に出向していたが継続して勤務していた。調査の上、

申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間当時出向していたＣ社の複数の上司の供述、申立人が

所持していた同社における出勤表及び預金通帳から判断すると、申立人は

申立期間において、Ｂ社又はＡ社に継続して勤務していたことが認められ

る。 

 また、オンライン記録により、平成９年 11 月１日にＢ社において厚生

年金保険の被保険者資格を喪失し、同年 12 月２日にＡ社において被保険

者資格を取得している者が多数確認できるが、そのうちの同僚二人から提

出された給与明細書により、当該同僚は申立期間に係る厚生年金保険料を

同社の事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 さらに、申立人と同様に、申立期間において、厚生年金保険の被保険者

記録が無い同僚が、年金記録確認Ｄ地方第三者委員会に対して訂正を求め

た申立てについて、同委員会がＡ社に照会したところ、同社は、「全国の

従業員の給与計算及び社会保険等の事務については、支店単位ではなく、

 

、

  

  

 



                      

全て本社で行っている。」と回答していることから、申立人の給与計算等

の事務についても本社で行われており、上記の同僚と同様の取扱いがされ

ていたものと推認できる。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

平成９年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、22 万円とすること

が妥当である。 

  なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているものの、厚生年金

保険の記録におけるＡ社の被保険者資格取得日が雇用保険の記録における

被保険者資格取得日と同日となっており、社会保険事務所及び公共職業安

定所の双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、事

業主が平成９年 12 月２日を厚生年金保険の被保険者資格取得日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の厚生年金保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期

間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8981 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に係る

記録を 55 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 22 日 

  Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞

与額の記録が無いことが分かったが、賞与を支給されており、厚生年金

保険料が控除されていた。 

  調査の上、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する賞与明細一覧表及び申立人が同社から入手した平成 17

年の賃金台帳から、申立人は、申立期間に 55 万円の賞与の支給を受け、

当該賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立人の申立てに係る賞与支払届を社会保

険事務所（当時）に提出しなかったと回答しており、申立期間に係る厚生

年金保険料についても納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8982 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 40 年２月 28 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年２月 28 日から同年３月１日まで 

  Ａ社に勤務していた期間のうち、同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤し

た際の期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

  調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社Ｂ支店に係る雇用保険被保険者離職票及び同社が

保管している退職証明書から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し

（同社Ｃ支店から同社Ｂ支店へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ支店は、昭

和 40 年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同日

において被保険者であった 24 人のうち 22 人が同社のほかの事業所へ異動

したことが確認できるところ、同社Ｃ支店から同社Ｂ支店以外の事業所に

異動した被保険者全員が、同社Ｃ支店の資格喪失日である同年２月 28 日

と同日に資格を取得していることから、同日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 40 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 6,000 円と

することが妥当である。 

  

  

  



                      

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は当時の資料が無く不明と回答しており、この

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8983 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月頃から同年 11 月頃まで 

           ② 昭和 45 年３月頃から同年 11 月頃まで 

  私は、昭和 44 年３月頃に季節労働者としてＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

工場に入社し、同年 11 月頃まで勤務した。また、翌年の 45 年３月頃に

同じ季節労働者として同社Ｃ工場に入社し、同年 11 月頃まで勤務した。

厚生年金保険の記録では、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間とな

っていないので、調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 44 年３月頃から同年 11 月頃まで

季節労働者として勤務したと主張している。 

 しかしながら、申立期間①当時にＡ社Ｃ工場において厚生年金保険被保

険者資格を取得した同僚 10 人に照会し、７人から回答を得たが、７人全

員が申立人を知らないと回答しており、申立人の勤務実態を確認できる供

述を得ることができない。 

 また、申立人が同僚として名前を挙げている複数の者の厚生年金保険の

記録を調べたが、昭和 44 年３月にＡ社Ｃ工場において被保険者資格を取

得した者はいない。 

 申立期間②について、申立人は、昭和 45 年３月頃から同年 11 月頃まで

季節労働者として勤務したと主張している。 

 しかしながら、申立人が名前を挙げている同僚のうち連絡先の判明した

者及び申立期間②当時にＡ社Ｃ工場において厚生年金保険被保険者資格を

取得した同僚 24 人に照会し、16 人から回答があったが、そのうち 15 人

 

  

  

  

  

 



                      

が申立人を知らないと回答しており、申立人の勤務実態を確認できる供述

を得ることができない。 

   なお、上記の同僚のうち申立人を記憶していた同僚は、「私は、申立人

と一緒にＤ県から出て来たことは記憶しているものの、それが申立期間②

であったか否かは記憶していない。」と供述している。 

   また、申立期間①及び②において、申立人のＡ社Ｃ工場に係る厚生年金

保険被保険者原票は無く、整理番号に欠番も無い。 

   さらに、Ｂ社は、「申立期間①及び②に係る資料は無い。」と回答して

いる上、申立人も、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8984（事案 394 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年９月 19 日から 20 年８月１日まで 

  私は、学徒動員によりＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしいと申立てを行

ったが、認められなかった。 

  学徒動員期間中は厚生年金保険被保険者となる旨を聞いた。新たに事

業所より入手した退職者台帳を提出するので、調査の上、学徒動員とし

て勤務した申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、労働者年金保険法施行令（昭和 16

年勅令第 1250 号）第 10 条第３号及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５月

29 日）により、学徒動員については厚生年金保険の被保険者から除外さ

れる取扱いとなっており、学徒勤労令（昭和 19 年８月 23 日勅令第 518

号）及び学徒勤労令施行規則（昭和 19 年８月 23 日文部、厚生、軍需省

令）においても、学徒勤労を受ける者が負担する経費として厚生年金保険

料は規定されていないこと、申立人が記憶している同級生についても、申

立期間のＡ社における厚生年金保険被保険者記録は無いこと、及び申立人

が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認でき

る給与明細書等の資料も無いことから、既に年金記録確認Ｃ地方第三者委

員会（当時）の決定に基づく平成 20 年 12 月 16 日付け年金記録の訂正は

必要でないとする通知が行われている。 

 今回の申立てに当たり、申立人は、事業主が保管する退職者台帳を提出

しているが、当該台帳には申立人の申立期間における保険料の控除を示す

 

  

 



                      

記載は見当たらず、上記のとおり、学徒動員については、厚生年金保険の

被保険者から除外される取扱いとなっている。 

  これらは年金記録確認Ｃ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者とし

て、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8985 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年６月１日から 39 年７月１日まで 

 私は、申立期間において、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支部が運営するＤ

事業所に、正社員として勤務し、Ｅ職を担当したが、厚生年金保険の記

録が無い。Ａ社が交付した失業保険被保険者離職票を提出するので、調

査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 38 年９月１日から 39 年７月１日までの期間につ

いては、申立人が所持するＡ社に係る失業保険被保険者離職票の記載によ

り、申立人が同社Ｃ支部に勤務していたことが認められる。 

 しかしながら、複数の同僚は、「申立期間当時は、一定の試用期間を経

て、厚生年金保険に加入していた。」と回答しており、申立人と同様、こ

れらの者が記憶する自身の勤務開始日と厚生年金保険被保険者の資格取得

日は一致していない。 

 また、申立人は、「Ｄ事業所の所長の面接を経て採用された。」と述べ

ており、複数の同僚は、「当時の採用はＡ社Ｃ支部Ｆ課の面接を経て採用

されるのが常であり、申立人の場合はＦ課による採用面接を経ず、Ｄ事業

所の所長の一任で雇用された。」と述べているところ、当時のＡ社Ｃ支部

の管理担当者は、「申立期間当時、Ｄ事業所の所長には、アルバイト、パ

ートタイマーを含む臨時従業員の採用に限り一任されていた。臨時従業員

である期間は、厚生年金保険には加入させておらず、社員登用により加入

させた。」と供述している。 

 さらに、Ｂ社の事業主は、「申立人の入社日（社員登用日）は、昭和

39 年７月１日であり、それ以前の在籍記録は無い。」と回答しており、

 

  

  

  

 



                      

オンライン記録と一致している。 

  このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8986 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年３月１日から 40 年１月 16 日まで 

 年金事務所で年金記録を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤

務した申立期間の厚生年金保険については、脱退手当金を支給済みであ

ることを知った。 

 脱退手当金を受け取った記憶は無いので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給

を意味する表示が記されているとともに、脱退手当金の支給月数に誤りは

無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約 10 か月後

の昭和 40 年 11 月９日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

 また、Ｂ社は、脱退手当金について、退職する者のうち、失業保険適用

者に対して説明を行っていたと回答している上、脱退手当金の支給記録の

ある同僚は、退職時に事業所から脱退手当金について説明があったと供述

している。 

 さらに、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間とその後

の被保険者期間は別の記号番号となっており、申立期間に係る脱退手当金

を受給したために記号番号が異なっているものと考えるのが自然である上、

申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに、脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8987 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から同年７月１日まで 

 私は、昭和 30 年４月１日からＡ社において勤務していたが、厚生年

金保険の記録では、同社での厚生年金保険被保険者の資格取得日が同年

７月１日となっているため、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間と

なっていない。 

 調査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る雇用保険の加入記録では、被保険者資格の取得日は、

厚生年金保険被保険者資格の取得日と同じ昭和 30 年７月１日となってい

る上、申立期間に被保険者期間のある複数の同僚に照会したものの、申立

人の申立期間における勤務実態を確認できる具体的な供述を得ることはで

きない。 

 また、申立人と同期入社だったとする同僚二人のＡ社における資格取得

日は、一人は申立人と同日の昭和 30 年７月１日、一人は同年 10 月７日と

なっており、いずれも申立期間において厚生年金保険被保険者となってい

ない。 

 さらに、同僚の一人は、「私も、入社日より厚生年金保険の資格取得日

の方が後になっているが、当時、試用期間があったためと思われる。」と

供述している。 

 加えて、Ａ社は既に解散しており、当時の事業主の所在も不明であるこ

とから、申立人に係る人事記録及び給与関係書類等を確認することができ

ない上、申立人も、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

 

  

  

  

 



                      

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8988 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17 年５月頃から 19 年 10 月頃まで 

  申立期間において、Ａ地域にあったＢ社Ｃ事業所にＤ職として勤務し

ていたが、当該期間が労働者年金保険の被保険者期間となっていない。 

  調査の上、申立期間を労働者年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間におけるＢ社Ｃ事業所での勤務状況を具体的に記憶

していることから、申立期間に同社Ｃ事業所に勤務していたことはうかが

える。 

 しかしながら、Ｂ社Ｃ事業所のあったＡ地域における法律の適用につい

ては、特別の法律及び勅令の規定に基づき、別途、勅令により定めるとさ

れていたところ、労働者年金保険法をＡ地域に適用する勅令は発せられて

いないことから、Ａ地域に存在した事業所については、労働者年金保険法

の適用はなかったことが判断できる。 

 また、Ｄ法務局は、Ａ地域における法人登記については、終戦時の混乱

のため、保存していない旨回答していること、及びＢ社を管轄する法務局

は、昭和 60 年以前に閉鎖された会社・法人等の登記用紙は、保存期間

（20 年）を経過し、廃棄している旨回答していることから、同社の事業

主は不明である上、申立人は、当時の上司の姓のみしか記憶していないた

め、申立期間に係る勤務実態及び保険料控除について確認できない。 

 さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認した

が、申立人の氏名は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

 

  

  

  

  

 



                      

認できる給与明細書等は無く、関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が勤務したと主張している申立期間は、労働者年金保険の適用を受

けないＡ地域にある事業所に勤務していた期間であることから、労働者年

金保険の被保険者であったと認めることはできない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8989 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月１日から 43 年２月上旬頃まで 

 私は、Ａ社に、昭和 42 年９月１日に入社し、43 年２月上旬頃まで勤

務していた。年金記録を見ると、同社に勤務していた期間が厚生年金保

険の被保険者期間となっていない。 

 申立期間当時の写真を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する写真、同僚の証言及び申立人が記憶するＡ社の事業主

の姓が同社に係る商業登記簿謄本における記載と一致することから、期間

は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

 しかしながら、オンライン記録により、Ａ社は、昭和 45 年１月 14 日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所とな

っていないことが確認できる。 

 また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 45 年１月 14 日に

被保険者資格を取得した同僚は、「Ａ社で昭和 42 年１月頃から勤務して

いたが、45 年１月 14 日よりも前の期間については厚生年金保険には加入

しておらず、厚生年金保険料は控除されていなかった。」と述べている。 

 さらに、上記商業登記簿謄本によると、Ａ社は既に解散している上、当

該商業登記簿謄本に記載されている代表取締役に照会を行ったものの回答

を得られず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

 このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

 

  

  

  

  

 



                      

らず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8990 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年３月 29 日から同年４月１日まで 

 私は、Ａ社の経理責任者に同社における厚生年金保険の被保険者資格

を平成 19 年４月１日に喪失する手続を依頼した。私が所持している

「2007 年３月分」と記載されている同社に係る給料支払明細書におい

ては、厚生年金保険料が控除されていることが確認できるにもかかわら

ず、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

 調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元事業主及び同僚の証言により、申立人が、申立期間においてＡ社に継

続して勤務していたことは認められる。 

 しかしながら、申立人は、平成 16 年２月１日にＡ社において厚生年金

保険の被保険者資格を取得しているところ、申立人が所持する同社に係る

「2004 年２月分」及び「2004 年３月分」の給料支払明細書により、同社

では、厚生年金保険料は翌月控除であることが確認できることから、

「2007 年３月分」の給料支払明細書において控除されている厚生年金保

険料は、19 年２月の厚生年金保険料であると推認できる上､「2007 年４月

分」の給料支払明細書においては、厚生年金保険料を控除されていないこ

とが確認できる。 

 また、Ａ社は既に解散している上、当時の経理責任者は死亡しているこ

とから、申立人の同社における厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

 

  

  

  

 



                      

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。

 

 

  




